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　このたび、首藤重幸先生が古稀を迎えられる。首藤先生のご業績に感謝
し、ますますのご活躍とご健勝を祈念してこの小稿を呈したい。
はじめに
　近時の国際租税法の分野では、2015年の OECD/BEPS Action Plans の
公表とその国内法化が進められつつある、というのが我が国をはじめ多く
の先進国での大きなトレンドになっている。また、2019年10月には、この
Action Plans のうち Action Plan 1で指摘された経済のデジタル化に応じ
た国際課税制度の修正を目指して Unified Approach と呼ばれる、新たな
事業所得課税の枠組みが提案され
（１）
、本稿執筆段階では、公開意見聴取
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（ 1 ）　OECD, OECD Secretary─General Tax Report to G20 Finance Ministers and 
Central Bank Governors （2019）.
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（Public Consultation）に付されている。これらのトレンドはいずれも、既
存制度の大枠を維持した上での微調整か、それとも既存制度の基本的枠組
み自体の見直しかという違いはあっても、もっぱら租税制度面での対応で
ある。我が国でもそのいくつかは国内法化され、また租税条約もいわゆる
BEPS 防止措置実施条約と称する多国間条約に加盟することで、60件余り
の所得課税に関する租税条約の必要な部分が一括改訂されることとなって
いる。
　他方、OECD は、このような制度の見直しに繋がる対応だけではなく、
租税法令や租税条約の執行上の問題として、納税者、とりわけ大規模多国
籍企業が、これらの法令を実効的に遵守し、かつそれが他国税制との関係
においても法令遵守として成立し、法令違背のリスクの低減を目指すべ
く、加盟国のうち比較的経済規模の大きな加盟国が中心となって、国際的
法令遵守確保プログラム（International Compliance Assurance Programme、
以下、ICAP）と称する企業と税務行政庁の協働的な作業枠組みを2018年
に提唱し試行しつつある。
　本稿では、我が国で多数の記事が見られる前者の制度面のトレンドでは
なく、どういうわけか我が国ではほとんど取り上げられることのない
（２）
後者
の局面、就中、この ICAP を取り上げ、その有効性について検討する。
1 　OECD の ICAP プログラム
1 ─ 1 　概要
　2018年、OECD は、「国際コンプライアンス保証プログラム（International 
（ 2 ）　我が国で言及している例としては、古川勇人「国際的租税回避・脱税に対応す
るための国際的取組」国際税務研究会セミナー（2018年 2 月14日・15日）、青山慶
二「OECD の ICAP（国際コンプライアンス保証プログラム）について」社団法
人ジャパン・タックス・インスティチュート第104回合同会議（2017年10月30日）
などがあるに止まる。現状では対象納税者が事実上多国籍企業に限られているとは
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Compliance Assurance Programme）」と称される複数国課税当局と大規模多
国籍企業の間の法令遵守のための作業枠組みを公表し試行に着手した
（３）
。こ
こに、ICAP とは、OECD によれば、（当面は）移転価格と恒久的施設認
定に関する多国間の協調的リスク評価・法令順守確保過程のためのプログ
ラムである
（４）
。あるいは、多国籍企業が課税上の透明性を高めた上で能動的
かつ完全に透明な方法での参加を前提として、多国籍企業と課税庁の間で
の多国間で行われるオープンかつ協調的な取り極めを促進するために国別
報告書（CbCR）その他の情報を活用する任意的プログラムであるともい
われる
（５）
。要は、国際課税の分野の主要プレーヤーである多国籍企業が自ら
の税務上のリスクを低減するために複数関係国の課税当局との間で、
CbCR 等の納税者自己情報を活用しつつ、任意にリスク評価を行い、それ
によって関係国課税庁と当該納税者が予め対応策を講ずることで現実の課
税リスクを低減しようとする納税者と課税庁の共同作業プログラムであ
る。その原型は、米国連邦内国歳入法上の法令遵守保証プログラム
（Compliance Assurance Program, CAP）にある。
　2017年 9 月29日の OECD 税務長官会議第11回会合オスロ会議コミュニ
ケは次のように述べて、ICAP プログラムに着手することを明らかにし
た。OECD の主眼は、BEPS プロジェクトのように多国間の税制に対し
て高度に影響を与える納税者行動が顕在化し、その対応に多くの国地域が
一致した対応をとろうとしている今日、税の安定性こそが制度改革を裏付
いえ、従来の各国の課税当局には見られなかった包括的取り組みであるだけに、我
が国においても注目を浴びてもよいはずである。
　　なお、日本政府は、ICAP プロジェクトに参加した2016年当時はオブザーバとし
て参加していたが、2017年に方針変更を行い、2018年の ICAP1.0からは他の 7 カ国
と並んで正式の参加国として参加している。しかし、これらの経緯についてはどう
いうわけか詳細に語られてはいない。
（ 3 ）　OECD, International Compliance Assurance Programme Pilot Handbook 
（2018）.
（ 4 ）　Id., 7.
（ 5 ）　Id., back cover.
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ける重要な論点である、というところにある。曰く、
　「新しい国際的コンプライアンス保証プログラム（ICAP）　我々は、多国
籍企業グループと参加税務当局間の複層的な取組みを促進するための、国別
報告書その他の情報を用いたパイロットプログラムである ICAP をスター
トさせた。これは国別報告書の情報を十分かつ効果的に活用したリスク分析
の改善、効果的なリソースの活用、より速く明確な多国間の税の安定性への
道の提示及び相互協議につながる紛争の減少などにより、納税者、税務当局
のいずれにも便益をもたらすものである。」
　このコミュニケの説明では、ICAP は、CbCR をベースとすること、課
税を受けるリスクのリスク分析を改善すること、税の安定性、租税条約上
の権限のある当局の間で行われる相互協議を入口とする紛争解決手続に流
れ込んでくる可能性のある紛争自体の減少が課税当局のみならず納税者に
とっても利益であると捉えられていること、などがわかる。とりわけリス
ク分析については、この一文に続けて「より洗練され調整されたリスク分
析」との表題の下、
　「ICAP のパイロットプログラムは、相互理解、緊密な協力及び共通化を
進めるために行う各国の異なるリスク分析のアプローチを比較検討する
FTA の新たなプロジェクトによって補完される。」
として、OECD 税務長官会議がリスク分析アプローチを検討するプロジ
ェクトを計画し、そこでリスク分析アプローチを比較検討する旨が言及さ
れている
（６）
。但し、後述の第 1 次報告書及び第 2 次報告書と同様、このコミ
（ 6 ）　OECD 税務長官会議「OECD 税務長官会議第11回会合コミュニケ2019年 9 月
29日ノルウェー・オスロ」
　　https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kokusai/fta/press/pdf/20170929_kariyaku.
pdf。
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ュニケにおいてもリスク分析の具体的方法、リスク評価の具体的基準
（measures）については触れられていない。
　このオスロ・コミュニケによって開始された ICAP について OECD は
2018年に上述の第 1 次報告書を公表したのに続いて、2019年には第 2 次報
告書
（７）
を公表した。ICAP は現在 ICAP 2.0と呼ばれる第二期（第二段階）に
ある
（８）
。
　一方、米国の CAP は2005年から始まった大企業を対象とする任意プロ
グラムで、税務調査と同時に進行する。端的にいえば、納税者は課税庁と
ともに申告書提出前に重要な問題点を確認しその解決のために課税庁に協
力する。納税者と課税庁が問題解決の合意に達し当該合意に応じた申告書
を提出する場合には変更を行わない旨を歳入庁が確認する「確認書（no─
change letter）」が納税者に対して発出される。この手順で解決できない争
点については通常の、申告後の税務調査手続によって解決が目指される。
納税者はさまざまな形での税務関係情報の課税庁への開示が求められる。
このような CAP を米国が採用した主な狙いは、問題点をより早期に解決
しその後現れる問題点に対処しやすいように人的・物的資源を振り向け、
申告書提出前の段階で課税庁から納税者にフィードバックを行うことで確
実性（certainty）を確保しやすくなる。また、納税者の法令遵守の行動に
報い税務調査の必要を低減する。それによって、連邦内国歳入庁の人的資
（ 7 ）　OECD, International Compliance Assurance Programme Pilot Handbook 2.0 
（2019）.
（ 8 ）　2019年 3 月にチリ・サンティアゴで開催された OECD 税務長官会議「2019年
FTA サンティアゴ・コミュニケ」においては、ICAP 2.0を「拡大したパイロッ
ト」と称し、2019年 6 月から着手することを宣言している。ICAP 2.0への参加国
は、オーストラリア、オーストリア、ベルギー、カナダ、デンマーク、フィンラン
ド、フランス、ドイツ、アイルランド、イタリア、日本、ルクセンブルク、オラン
ダ、ノルウェー、ポーランド、スペイン、英国及び米国の18カ国である。ICAP 
2.0に言及する我が国の記事として、例えば、週刊 T&A Master 編集部「第 2 期
ICAP、『問題解決ステージ』を設定」（2019年 6 月 3 日）https://www.sn─hoki.
co.jp/article/tamasters/ta9787/。
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源を法令遵守の意識の低い納税者に振り向けることが可能となる、といわ
れている
（９）
。
　この米国 CAP を参考にしつつ OECD が提唱する ICAP の作業手順の
概要は、前述の2018年第 1 次報告書によると概ね次のようなものである
（10）
。
　（ 1 ）まず、ICAP プログラムに参加しようとする多国籍企業がその企業
グループに属する構成企業数を確定する。この多国籍企業グループはこの第
1 次報告書において参加を表明している 8 カ国
（11）
のうちのいずれかに本部
（headquarter）を置いていることが前提である。参加多国籍企業はこれら 8
カ国のどの国が ICAP リスク評価の対象となるかについて合意する。リス
ク評価の対象となる国の課税庁を対象課税庁（covered tax administrations）
という。ICAP プログラムはこの第 1 次報告書で提案された手順であるの
で、この最初のプログラムに参加しようとする多国籍企業と参加国課税庁
は、CAP の母国である米国歳入庁が準備する関係者オリエンテーション会
合に参加する。
　（ 2 ）この会合ののち、参加多国籍企業は一連の必要な文書（文書パッケ
ージ）を提出するよう求められる。この文書パッケージには、CbCR、マス
ターファイル、ローカルファイル、当該多国籍企業の税務戦略や税務管理を
説明する文書、監査済財務諸表（連結及び個別）、対象税務リスクに関する
税務準備金で表される税務上不確実さのある論点に関する資料、当該多国籍
企業グループの全世界的事業構造、税務申告と財務報告の間の主な差異に関
する説明、バリューチェーンに関する説明、恒久的施設に関する資料及び恒
久的施設の文脈での移転価格資料
（12）
などが含まれる。多国籍企業とその本部が
所在する国の課税庁（主管課税庁）との間での合意により、この文書パッケ
（ 9 ）　George Clarke, U.S. Compliance Assurance Program and Comparative 
Lessons 2, PPT slide show distributed at the Conference held by the Fiscal 
Institute of Tilburg, Tilburg University （6 Nov. 2019）.
（10）　OECD, supra note 3, at 7 to 8.
（11）　第 1 次報告書において ICAP への参加を表明したのは、オーストラリア、カナ
ダ、イタリア、日本、オランダ、スペイン、英国及び米国、である
（12）　OECD, supra note 3, Annex 1, at 23 to 25.
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ージは（ 1 ）対象課税庁に直接提出され、または（ 2 ）まず主管課税庁に提
出し、主管課税庁が情報交換手続を通じて対象課税庁に提供する、という二
つの手順のうちいずれかを選ぶ。その後、多国籍企業と全対象課税庁の初回
会合を開催し、そこでは文書パッケージの内容について共通の理解に立ち、
その後の手順を確認する。
　（ 3 ）次に対象課税庁は、上述の文書パッケージや当該対象課税庁が保有
する当該多国籍企業情報に基づき移転価格リスクと恒久的施設リスク（対象
リスク）について評価を行う。このリスク評価には第 1 水準リスク評価と第
2 水準リスク評価の二種類が含まれている。対象課税庁は、対象多国籍企業
が対象リスクについて全くリスクを有していないか有しているとしても低い
水準に止まることを確保するよう対応し、リスク評価過程の最終段階では、
対象課税庁は国内法令上の要件と手続に従い対象多国籍企業に対してリスク
評価結果についてレターを交付する
（13）
。このレターには、課税庁がリスクにつ
いての確証を得ることができたか否か、対象多国籍企業に残存するリスクの
有無と具体的内容が記載される。
　これらの手順によって、多国籍企業の移転価格・恒久的施設認定のリス
クが具体的に把握され、納税者と対象課税庁の間でそれが共有される。上
述の第 1 次報告書が強調しているのは、このような手順は、透明性、協調
関係及び相互信頼に基づいて実施されるべきである、という点である。
　このような ICAP について我が国経済界、就中、多国籍企業を多数擁
する日本経済団体連合会（経団連）は、「 2 ．ネクサス及び利益配分に係
る国際課税原則の見直し（第 1 の柱）」における「（ 4 ）複雑性の除去、税
の安定性の確保、及び多国間での紛争防止・紛争解決に一番適切なアプロ
ーチは何か。」において、次のようなコメントを表明している。
　「第 1 の柱に基づき、長期的解決策を実施するならば、税の安定性を確保
（13）　このレターの法的性質については、後述 4 ─ 2 参照。
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する観点から、対象事業所得の算定方法を確立するとともに、ミニマム・ス
タンダードとして義務的仲裁制度を導入し、その実施状況をモニタリングす
ることが不可欠である。また、全世界残余利益分割法を導入するならば、紛
争は多国間に及ぶ恐れがあるため、多国間の紛争防止・解決メカニズムが必
要となる。国際コンプライアンス保証プログラム（ICAP）等の取り組みに
加え、常設の監査機関、紛争解決処理機関の創設も検討する必要があるので
はないか。」
（14）
　また、我が国国内における対応として、経団連は平成31年度税制改正に
関する提言（2018年 9 月18日）の中、「 3 ．国際課税の諸問題（ 2 ）BEPS
勧告の国内法制化等 3 ．移転価格文書化制度の円滑な実施」において、
　「実施フェーズに入った移転価格文書化制度について、各国が OECD 勧
告に準拠した法制化と執行を行うように、日本政府として OECD と連携し
各国に働きかけることが必要である。また各国から国別報告事項（CbCR）
や事業概況報告事項（マスターファイル）に関し多様な質問等が予想される
なか、親会社所在国の税務当局が窓口となって各国当局とのやりとりを一元
化することを検討すべきである。その意味で、国際課税における紛争の未然
防止に向け、FTA（OECD 税務長官会議）が主導する ICAP（International 
Compliance Assurance Programme）の取り組みがより広範なものとなるよ
う積極的に関与すべきである。」
（15）
として、かなり前のめりとも見える意見を公表している。これは、経団連
会員企業が我が国ではどちらかといえば大企業で多国籍企業であることを
（14）　日本経済団体連合会税制委員会企画部会「経済の電子化に係る課税上の課題へ
の対応−公開諮問文書に対する意見」（2019年 3 月 6 日）https://www.keidanren.
or.jp/policy/2019/017.html。但し、ここで指摘されている「常設の監査機関」が何
を指すかは明らかではない。
（15）　日本経済団体連合会「平成31年度税制改正に関する提言」（2018年 9 月18日）
https://www.keidanren.or.jp/policy/2018/073_honbun.html
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理由とするように思える。但し、経団連の公表資料を一瞥しても、ICAP
自体あるいは OECD/ICAP ハンドブックが提唱する ICAP の手順やリス
ク評価についてのコメントは見られない。
1 ─ 2 　 6 つのキー・ドライバー
　OECD 第 1 次報告書によれば、この ICAP リスク評価手続の展開には
6 つの重要な観点・局面が存する。それらは、（ 1 ）移転価格リスク評価
についてのより好ましくかつ標準化された情報、（ 2 ）全世界的相互協議
手続の見直し、（ 3 ）多国籍企業に関する充分確立した法令遵守の枠組み、
（ 4 ）国際協調の促進、（ 5 ）中低リスク多国籍企業のために課税に関する
確実性をより高い水準で与えるための道程の確保、及び（ 6 ）課税庁に対
してより高い水準での保証を与えるための多国間協力関係の活用、であ
る
（16）
。
　（ 1 ）移転価格リスク評価についていえば、BEPS Action Plan 13の結果
として、課税庁は、多国間で協調しつつ、移転価格その他の BEPS 関連
リスクを評価することができる。多国籍企業の CbC 報告書やマスター・
ファイルを有効に活用することで、課税リスクの低い法令遵守問題や納税
者を対象から除外し、より高いリスクを負う納税者や法令遵守問題に焦点
を当てることが可能となる。また、（ 2 ）相互協議手続の見直しについて
は、Action Plan 14によってより効率的で改善された相互協議手続を実現
することが可能となるが、それにこの ICAP を補助的手段として加える
ことで、相互協議手続に不必要な事案が係属したり未解決事案が増加した
りすることを抑制することが可能となる。（ 5 ）より高い水準の確実性の
確保についていえば、このような法令遵守プログラムを一国が単独で実施
するよりも多国間で協調的に行うことで、多国籍企業側にも課税庁側にも
より高い法令遵守の水準に到達しやすい環境が提供できる。そのため
ICAP のような高い透明性を確保しつつ納税者と複数課税庁との間で行わ
（16）　OECD, supra note 3, at 8 to 9.
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れる協調的で協働的な行動に支えられたプログラムを実施することで納税
者の行動に良い影響を与え税務法令遵守がより高い水準で達成され、多国
籍企業にもまた課税に関して確実性が確保される。
1 ─ 3 　ICAP のメリット
　OECD 第 1 次報告書は、ICAP プログラムを実施することで次のよう
なメリットが期待されるという。この報告書が指摘するのは、（ 1 ）CbCR
を正確に理解し必要な対象に焦点を当てて活用することができること、
（ 2 ）資源の有効活用、（ 3 ）多国間での課税の確実性により速く明確な道
筋で到達することができること、及び（ 4 ）相互協議手続に依るべき紛争
の減少、である。
　具体的には、例えば（ 1 ）については、納税者は、CbCR に記載された
多国籍企業情報を通じて対象課税庁に対して自社グループの事業内容をよ
り詳細に伝えることが可能となり、とりわけ国際的事業活動の内容を明確
にすることができるようになる。これに基づいて対象課税庁は課税リスク
の程度についてより早い段階で判断することが可能になる。また（ 2 ）に
ついては、対象多国籍企業から提供された企業情報を、対象課税庁が複数
存する場合には協働して精査することが可能となる。つまり、対象多国籍
企業側からは、複数の対象課税庁それぞれと同時に対応し又は主管課税庁
を通じて一本化された対応をとることになる。
1 ─ 4 　ICAP におけるリスク評価
　ICAP プログラムの狙いは、多国籍企業が抱える移転価格や恒久的施設
の認定問題についてできるだけ早期の段階で多国籍企業が関係国の課税当
局と企業情報を共有し爾後に生ずるこれら課税当局との間の税務紛争をで
きるだけ減らすことである。課税庁も多国籍企業も人的・物的資源は有限
で無用な紛争に資源を浪費するよりは事前の調整によって資源の浪費を予
防し必要な分野に効率的に資源を振り向けることができるようにしようと
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するのが課税庁側の実益であるし、また、納税者情報を事前に確保するこ
とができるという大きなメリットも存する。
　しかし、そのように重要なリスク評価であるが、実のところ前述の二つ
の報告書を見ても、具体的にどのようにリスク評価が行われ、そのリスク
評価は定量的なものであるのか定性的なものであるのか自体も分明ではな
い。上述の第 1 報告書は「ICAP リスク評価過程」として第一水準リスク
評価、第二水準リスク評価の日程などの詳細に言及しているが、対象リス
クに関係する情報として、対課税庁文書提出の過去からの経緯、納税申
告、財務諸表、グループ内の所有関係・組織構造、ルールング、公開情
報、政府の他の機関から入手される情報、税務調査及び法令遵守の過去か
らの経緯、グループ内での関係文書のやりとりなどを例として挙げてはい
るものの
（17）
、対象リスクそのものがどのようなものであるか自体については
言及していない。第三者として観察する限り、どのような基準でどのよう
なことがらどのような形でリスクとして把握され、その情報が対象課税庁
と納税者の間で共有されているか、いま一つ明確になっていないきらいが
ある。
2 　ICAP の階層的関係
2 ─ 1 　階層関係
　OECD が提唱する ICAP は、2019年の第 2 次報告書によると、大別し
て 3 つの階層の第一段階に属するとされている。これらの階層とは、（ 1 ）
税務調査前、（ 2 ）税務調査、（ 3 ）事後的紛争解決手続、である
（18）
。つま
（17）　OECD, supra note 3, at 14.
（18）　Mark Johnson, The OECD International Compliance Assurance Programme 
（ICAP） 3, PPT slide show distributed at the Conference held by the Fiscal 
Institute of Tilburg, Tilburg University （6 Nov. 2019）.
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り、ICAP は、二国間・多国間 APA などの税務調査前の確実性確保策の
次位に位置するリスク評価の多国間での作業である
（19）
。より権力的な階層と
して次位に多国間同時税務調査、さらに紛争解決手段として多国間 MAP
や多国間租税仲裁が位置づけられる。ICAP は税務調査や紛争解決手続の
段階で用いられる手法ではなく、いわば税務調査に着手するまで、とくに
課税年度開始前に対象納税者と対象課税庁が一つのテーブルの上で納税者
の移転価格や恒久的施設に関係する当該納税者の情報を共同して分析し、
改善策を講じたうえでその後の課税上の状況を安定的なものとすることが
意図されている。従って、ICAP はそれ単独で独立した作業手順ではな
く、対象年度から見て過去又は現在の国内行政指導や将来の税務調査・国
内紛争解決手続などを土台として、多国間で、参加課税庁相互間での協調
とこれら課税庁と納税者の協調という多辺的な協調関係の上に成立する法
令遵守促進策であるといえよう。
　これらの階層構造の中に位置づけられた ICAP 1.0が2018年 1 月から試
行されたが、その結果について OECD は次のように長短を整理してい
る
（20）
。
＜利点＞
　（ 1 ）主管課税庁のまとめ役としての役割
　（ 2 ）複数対象課税庁の多国籍企業との間の直接対話の重要性
　（ 3 ） 事前にスケジュールを明示することによる課税庁及び納税者への
メリット
　（ 4 ） 複数対象課税庁すべてが同じ一つの文書パッケージを用いること
による効率性
　（ 5 ）ICAP プロセスの中で解決策を示す機会がある
（19）　OECD, supra note 3, at 8.
（20）　Johnson, supra note 18, at 8.
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＜要改善点＞
　一方、この ICAP 1.0の試行によって得られた要改善点としては、
　（ 1 ） 課税庁と多国籍企業が必要とする資源を減少させる必要がある
　（ 2 ） 多国籍企業が提出した資料の中には課税庁が必要としないものも
含まれた
　（ 3 ） ICAP リスク評価過程と所要スケジュールが多国籍企業によって
ばらつきがあった
　（ 4 ） ICAP プロセスの中で解決策を示す機会をより多くする必要があ
る
　（ 5 ） 参加課税庁の数を増やす必要がある
などである。
　これらの点からすると、ICAP 1.0への具体的参加国や参加多国籍企業
は公表されていないが、複数国間で複数の多国籍企業について具体的リス
ク分析のための文書資料の提出や協議、リスク評価が行われたことがわか
る。
2 ─ 2 　他の対応策との関係
　ICAP はそれだけで閉じた世界ではなく、特に OECD が提唱しあるい
は各々国地域が実際の法制度として若しくは実務上の施策として税制上有
するさまざまな法令遵守確保策と綿密に関連しあるいは相互に補完関係に
ある。とりわけ、上述のオスロ・コミュニケが言及するように、国別報告
書（CbCR）によって参加課税庁が得たマスター・ファイルやローカル・
ファイルの記載情報の有効活用という観点からは、ICAP は CbCR を補
完し実効性のあるものとするための手段でもある
（21）
。また、我が国の事前確
認制度に相当する事前価格合意（Advance Price Agreement）
（22）
も ICAP の対
（21）　OECD, supra note 1, at 16.
（22）　我が国の事前確認制度と APA の間にはそれらの法的性質をめぐって大きな差
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象分野の一つとしての移転価格に関する国内制度であるが、租税条約上の
相互協議を架け橋とした二国間 APA や多国間 APA が移転価格紛争の事
前防止策としてその有効性が評価されており、これらもまた ICAP と一
体化した施策となりつつある。
3 　ICAP に関するティルブルフ大学主催国際カンファレンス
　このように興味深い ICAP であるが、2019年11月にオランダ・ティルブ
ルフ大学租税法研究所（Fiscal Institute van Tilburg）において、この ICAP
自体を焦点とする国際会議が開催された。筆者も日本に関する報告者とし
て招聘され、他国の現状に関する報告に接することにより見聞を深めると
同時に、我が国の現状を報告した。以下では、この国際会議での議論の概
要を手短に整理し、主要国がどのように ICAP を活用しようとしている
のか、について言及したい
（23）
。
　ティルブルフ大学はオランダ南部に所在する大学で租税法学を専攻する
教員を複数擁し租税法学の教育研究が盛んなオランダの大学の中でも国際
租税法の教育研究には定評がある大学の一つである。租税法研究所では多
くの研究プロジェクトが並行して実施されており、今回の国際会議もその
一つとして開催されたものである。国際会議開催に際して招待されたスピ
ーカーは筆者以外に、国際機関として OECD が、国別にオーストラリ
ア、オーストリア、カナダ、ドイツ、イタリア、ノールウェー、ポーラン
ド、スペイン、オランダ、英国及び米国の12カ国の研究者・実務家が参加
し、自国の現状の報告と討議を行った。議論の焦点は、
　（ 1 ） 協調的法令遵守の最新の動向
異が存する。つまり、前者は算定方法という事実の確認に止まるのに対して、後者
は多くの場合価格自体の法的根拠拘束力を有する合意である。
（23）　この国際カンファレンスの記録は公刊される予定である。
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　（ 2 ） 協調的法令遵守は現在納税者や課税庁が直面する課題に対する対
応策であるか
　（ 3 ） 協調的法令遵守は国際的にあるいは多国間で ICAP を用いて進め
られつつあるか
　（ 4 ） 第一期の 8 カ国から第二期の17カ国に参加国が増えているが、
ICAP は多国籍企業の課税の将来をどのように形作ろうとしてい
るのか
といった点にあり、この国際カンファレンスでの議論の主なポイントは次
のような点に集約されよう。
　ICAP の主唱者である OECD は、昨年の第一期の総括と2019年11月段
階ではステージⅢのリスク評価が進捗しつつある試行第二段階の状況につ
いての概括し、前述のようにこの ICAP の経験の長短を整理し、OECD
としてさらに前進したい方向であるような議論が行われた。
　他の国別報告では、例えば、①カナダはこの OECD/ICAP プログラム
自体は現状導入されていないが、カナダ独自の施策として任意的情報開示
プログラム（voluntary disclosures program）、オフショア租税情報プログラ
ム（offshore tax information program）、 税 務 調 査 品 質 保 証 プ ロ グ ラ ム
（audit quality assurance programs） や 納 税 者 教 育 プ ロ グ ラ ム（taxpayer 
education programs）などが国内的に実施されていること、ICAP 1.0につ
いては、カナダ歳入庁は 8 件のプログラム事案に参加しており、これら
はすべて OECD の ICAP ハンドブックに準拠したリスク評価が行われた
こと、OECD ハンドブックで提唱する対納税者結果報告レターにはカナ
ダ歳入庁の様々な見解を多数記載していること（結果報告レターを受けた納
税者の中には、移転価格について高リスクが認定され、納税者は二国間 APA
に着手した例もある。）などが報告された。但し、このカナダの ICAP 1.0
については特に法令上の根拠を定めて実施したわけではなく、非公式にリ
スク評価だけが行われ、OECD ハンドブックに準拠し、カナダ歳入庁は
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ICAP の実行に際して課税庁は特に法令上の根拠がない場合においても個
別納税者にアクセスすることが可能であると考えていること、などが報告
された。
　②カナダの ICAP に強い影響を与えている米国は上述の CAP を実施し
つつも ICAP にも参加している。しかし、歳入庁は ICAP については必
ずしもその内容についてオープンではなく、移転価格について（ 1 ）
CbCR のデータをどのように利用することが最善であるのかについて納税
者と課税庁が協働して判断する機会が得られることや（ 2 ）国ごとにリス
クの共通した評価基準と定義に合意することが困難であることによって重
要性の基準やその見込についてさまざまな見解があり得るということにな
ってしまっている、といった点が指摘されている。ICAP を首尾よく運用
するには、ICAP 参加国のオープンさの程度や関心の程度、リスク水準の
評価分類のための共通基準を策定すること、ICAP プログラムの目標や検
証過程の方法、必要とされる人的資源の水準・時間、納税者に対して
ICAP への参加の広報、などが重要である、と指摘された
（24）
。
　③英国では、ICAP はそれ自体が法令上の根拠を持つというより既存国
内法令や実務を総合したものとして実施されており、その潜在的な対象企
業数は二千余りに達する。英国歳入庁が行うリスク評価は、当初は二段階
評価（low risk/non low risk）であったが、現在は、2019年の ICAP 2.0で
は、Business Risk Review+ として低リスク、中リスク、中高リスク及び
高リスクの四段階評価を行うこととされている。ただ、OECD の ICAP
自体については多くの議論があるわけではなく、今後多くの議論が行われ
ることになろうとのコメントに止まる
（25）
。
　これらを見ると、主要国であるはずの米国や英国においてさえ ICAP 自
（24）　Clarke, supra note 9, at 5 to 6.
（25）　Dennis de Widt & Lynne Oats, Co─operative Compliance: The UK Evolution-
ary Model, PPT slide show distributed at the Conference held by the Fiscal 
Institute of Tilburg, Tilburg University （6 Nov. 2019）.
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体の国内法制化は進んでおらず、現在もなお試行段階であることがわかる。
4 　OECD/ICAP の国内化における考慮事項
4 ─ 1 　ICAP の法的性質
　ICAP を我が国では実行する際には OECD のいう試行段階で得られた
知見に基づき国内法制とのすり合わせが必要である。OECD 自体は
ICAP が単なる税務行政実務の運営方法に過ぎないかそれとも法制度とし
て枠組みを整えた上で実行されるべき一種の法制度であるのかについて言
明しておらず、そもそも ICAP の法的性質自体が必ずしもつまびらかに
はされていない。ICAP で用いられる移転価格税制や恒久的施設、CbCR
は我が国も法制度化しているわけであるから、ICAP を現在の我が国の法
制度にそのまま乗せたとすれば、一部はすでに国内法令又は租税条約上の
法制度として存在しているものの一部は単なる税務行政実務の手順に過ぎ
ないものも含まれているように思われる
（26）
。ICAP が納税者の多国間におけ
る法令遵守を目指すものであるとすれば、その制度自体も各国で法的根拠
を有するべきである。二国間条約又は多国間条約に法的根拠を置くことも
あり得よう。
4 ─ 2 　 ICAP における事前確認、結果報告レターの法的性質
と法的拘束力
　ICAP の第一期、第二期の参加国の中で我が国がとりわけ検討を要する
と思われるのは、リスク評価作業の最終段階で対象課税庁が対象多国籍企
業に交付するリスク評価結果に関する結果報告レター及び事前確認制度
（26）　ICAP で我が国課税庁が他国の課税庁と協働してリスク評価を行ったりする
ICAP 上の政府間協議は、租税条約上の相互協議手続を利用して行うしか現行制度
上は法的基礎がないように思われる。
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（我が国でいえば、事前確認制度。他国では APA）それぞれの法的性質と法
的拘束力である。
　我が国の移転価格税制の文脈での事前確認制度は、移転価格税制が1986
年に租税特別措置法に立法化された直後の1987年に国税庁の実務として様
式化された。法令上の根拠はなく、課税庁と納税者の間で行う事前確認
は、価格算定方法についての確認に止まり、確認には法的拘束力はないと
解される。しかし、巷間伝えられる事前確認制度に関する様々なニュース
や見解を見る限り、法的拘束力がなくても、様式化されて35年近く事前確
認自体を巡って納税者と課税庁の間で大きな紛争事例が生じたことはない
ように思われる。いわば事実上比較的安定した運用が行われているようで
あるといえよう。
　ただ、このような状況は国内における事前確認制度の状況であって、
ICAP のように多国間で移転価格について APA ないしは事前確認制度を
用いるということになると、複数国における将来の経済状況の変化が一国
乃至二国間での状況よりも複雑になり、一旦行われた APA 合意や事前確
認が状況に適さなくなることが生じやすくなるであろう。確かに事前確認
制度の、納税者の移転価格に関する事実上の安定性や予測可能性の確保に
は大きな貢献があったと評すべきであると考えるが、多国間でもそのよう
に上手く運用できるか否かについては多くの課題があると考えるべきであ
ろう。
　同じことは、リスク評価結果に関する結果報告レターについても妥当す
る。リスク評価の過程においては（法令上の根拠がなければ）事実上対象多
国籍企業と対象課税庁は情報の提供や意見の交換などを通じて共通認識の
形成を進めリスク評価を行うことになるであろうから、その意味では、結
果報告レターが事実上のものであったとしても納税者は大きな不利益を被
ることはないようにも思われる。しかし、事前確認制度についてと同様に
利害関係を有する参加課税庁、つまり利害関係を有する国地域は多数に達
することも考えられるから、それらの国地域の経済状況の変化が、思わぬ
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影響をリスク評価に与えないともいえない。
　これらの問題が生じた際に、ICAP が事実上のものであるからといって
法的保護が与えられないとか、司法的救済の範囲外にあると考えること
は
（27）
、関係する多国籍企業が ICAP に積極的に関与しようとする安全弁を
失うことになろう。
　これは、ICAP 自体に法的根拠が必要か否か、という論点にも繋がる。
一方で、ICAP は課税庁の納税者リスク評価のプロセスに過ぎず、他方で
は、納税者も早い段階から自らの情報を課税庁に開示しコンプライアンス
確保を目指す、というバランスの上に成り立っている。そのため、納税者
の法的保護という点からみると、ICAP にはそれ自体の法的根拠、法的枠
組みが必要であるように思われる。
4 ─ 3 　その他の視点
　OECD が提唱する ICAP はいまだ試行段階であるので、詳細について
は実際に参加する対象多国籍企業と主管課税庁や対象課税庁との間で、い
わば手探りでより好ましい手順や過程が考案されていると思われる
（28）
。
（27）　法的保護、司法的救済の要となるのは、古典的かも知れないが、納税者の信頼
保護という観点からは、現状では、信義則ないし禁反言原則であろう。例えば、金
子宏・租税法（第23版）143頁以下は、いくつかの要件で租税法の分野においても
信義則の適用を認めており、その際、その適用対象を国内取引や国内の課税関係だ
けに限定していない。納税者が我が国の課税庁との関係で広く法的に保護される可
能性を含んでいると思われる。一方、信義則ないし禁反言原則は、法の一般原則で
あるため、国によってはその適用要件にばらつきがあり得ることは否めない。つま
り、同じ信義則ないし禁反言原則による法的保護が可能だとしても、その水準が異
なれば、これらの原則による司法的救済を認めるといったところで、結局当該事案
はその対象ではないとする国もあり得る。その意味では、ICAP についての納税者
の法的保護は制度的に担保すべきであって、一般原則だけで充分だとはいえない。
（28）　前述のティルブルフ大学での国際シンポジウムでの参加国の国別報告で ICAP
の捉え方、実施の程度、国内の類似制度との関係などが、ほぼ国ごとに異なる状況
であったといえるほどにバラエティに富んでいたことから、そのような状況が推察
されよう。
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　その中で最大の論点はやはりリスク評価の手法と基準であると思われ
る。ICAP がそもそも共通基準に従って対象課税庁と対象多国籍企業がリ
スク評価を一貫して行おうと目しているのに対して、ティルブルフ大学で
の国際シンポジウムにおける国別報告では、国ごとにリスク評価の内容が
異なっていることが興味深い点であった。特に、国別報告では、リスクを
ある程度大雑把な分類に止め
（29）
、むしろ微妙な数値情報としてリスク評価を
行うとする国は皆無であった。つまり、リスク評価については定量的とい
うより定性的な評価に止まり、また、その表現、分類もまだ一貫したもの
とはなっていないように思われる。納税者の法的安定性や予測可能性とい
う視点からいえば、納税者のコンプライアンス確保のための ICAP のコ
アともいうべきリスク評価は、関係国で一貫したものであるべきであろ
う。
　また、ICAP を利用することのできる納税者の種類、規模についても、
大企業、多国籍企業というにとどまり、資本の規模やグループ法人の数、
進出先国数など数量基準で線引きをしているわけでもない。そのため、む
しろ国際税務や経営戦略の人材を欠く中小企業の国際税務の法令遵守には
手が及んでいない。現在は試行段階であるので、納税者サイドもこのよう
な人的資源の豊かな大規模多国籍企業との間で試行を繰り返すのは仕方が
ないことではあるかも知れないが、ICAP 自体が安定し法令上の根拠を有
する制度として実行するに際しては、その適用対象企業の範囲を大幅に緩
和し、潜在的に法令遵守上の課題を抱える中小企業にも門戸を開くか、あ
るいは中小企業版の ICAP SME を策定することが適切であろう。
むすび
　この小稿では、OECD が2018年から推進しつつある、納税者の法令遵
（29）　国によってはリスクを 3 段階に分類する国もあり、 4 段階に分類する国もあ
る、といった多様性であった。
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守確保策としての ICAP をとりあげ、その概要といくつかの国の状況、
当面の課題などについて述べた。冒頭に述べたように、我が国においては
この ICAP は一般にはほとんど知られておらず、納税者サイドでは経団
連他の一部の納税者が知るのみである。そのため、ICAP の利点、長所も
また知られておらず、多数の知恵によってその内容を改善するというよう
な流れにもなっていない。
　しかし、多国間で法令遵守を共有しようとする着眼点は従来の国際租税
法の世界では殆ど見られなかったものであり、むしろ今後も ICAP 自体
を改善し、多国間での納税者のコンプライアンス確保の有力な補助手段に
成長することを期待したい。
〔後話〕筆者が首藤先生と懇意に話をさせていただくきっかけになったのは、
いまから30年余り前、首藤先生が租税法学会で学会誌「租税法研究」の編集
委員をなされていた当時であった。筆者はまだ就職したばかりで学会には加
入しておらず、秋の研究総会には毎年傍聴に訪れていただけであったが、あ
る日、首藤先生から「学会展望」の執筆を打診された。当時は商用データ・
ベースもなく、 1 年間の学会の動向や研究成果を知るにはこの「学会展望」
は有用であったが、一方で、 1 年間、多数の優れた業績を探し求めて図書館
に籠り、誤解なく読解して初めて執筆することのできる、いわば自身の勝手
気ままな研究論文よりも遥かに能力と努力が求められる作業であった。筆者
はまだ学会員ではなかったので、「学会員でなくてもよいのでしょうか」と
首藤先生にお尋ねしたところ、「まだ入会していなかったのか、すぐ手続を
してほしい」と滑らかに入会をお勧めいだだけたことに感謝したことを昨日
のように思う。その後の学会発表においても暖かい声援を頂戴し、深く感謝
申し上げたい。
　これからも、首藤先生が活発なご研究活動をお続けになり、ご健勝でいら
っしゃることを心より祈念したい。
